


 

                                                         

 

令 和 ３ 年 １ ０ 月 １ ９ 日 

 

 

 

令和３年度第５回東京都私立学校審議会（第８０８回）議案 
 
 

 

 

【今回諮問】 

〔専修各種学校関係〕 

課程廃止・目的変更 

    議案第１号 大森家政専門学校の専門課程廃止及び目的変更認可について（大田区） 

法人解散・学校廃止 

    議案第２号 学校法人木下未来学園の解散認可について（世田谷区） 

    議案第３号 東京ヘアビューティ専門学校の廃止認可について（世田谷区） 

学校廃止 

    議案第４号 東京リハビリテーション専門学校の廃止認可について（江戸川区） 

 

 

〔小中高校関係〕 

学則変更 

    議案第５号 立志舎高等学校（広域の通信制課程）の学則変更認可について（墨田区） 

    議案第６号 目黒日本大学高等学校（広域の通信制課程）の学則変更認可について（目黒区） 

 

 



議案第１号 

大森家政専門学校 専門課程廃止及び目的変更要項 

１学校の目的 （新）本校は教育基本法及び学校教育法に基づき、実際生活に必要な服飾家政の知識、技

術を修得する他、美容に関する理論と技術を修得する教育により、職業をとおして

社会に貢献し得る有能な技術者を養成し、文化生活の向上を図ることを目的とする。 

（旧）本校は教育基本法及び学校教育法に基づき、実際生活に必要な服飾家政の知識、技

術を修得させ、実践的に社会に役立つことにより、文化生活の向上を図ることを目

的とする。 

２学校の名称 （新）すず学園高等専修学校 

（旧）大森家政専門学校 

３課程（分野）の

名称 

（新）家政高等課程（服飾・家政関係） 衛生高等課程（衛生関係） 

（旧）家政高等課程（服飾・家政関係） 家政専門課程（服飾・家政関係） 

４位 置 大田区大森北六丁目１３番地２号  電話 ０３（３７６３）１４３７ 

５変更の時期  令和４年４月１日（予定） 

６変更の理由 生徒数の減少により家政専門課程を廃止するとともに、衛生高等課程美容師科を設置す

るため。 

７設 置 者 名 学校法人 鈴学園 （理事長 田中義明） 

８校 長 名  渋谷通江 

９生徒の処置 家政専門課程の生徒は、令和２年度末をもって全員卒業 

10 教職員の処置  家政専門課程の教職員は、配置転換又は退職 

11 経費の見積も

り及び維持方

法 

 この法人の設置する学校の経営に要する費用は、基本財産並びに運用財産中の不動産及

び積立金から生ずる果実、授業料収入、入学金収入、検定料収入その他の運用財産をも

って支弁する。 

12 課程・学科別

修業年限及び

生徒定員 

変更前 変更後 
 

課程

名 

学科

名 

昼夜 

通信 

修業 

年限 

入学 

定員 

総定

員 

家政

高等

課程 

ライ

フデ

ザイ

ン科 

昼 3 年 20 名 60 名 

家政

専門

課程 

服飾

デザ

イン

科 

昼 ４年 10 名 40 名 

合計 30 名 
100

名 

 

課程

名 

学科

名 

昼夜 

通信 

修業 

年限 

入学 

定員 

総定

員 

家政

高等     

課程 

ライ

フデ

ザイ

ン科 

昼 3 年 20名 60名 

衛生

高等

課程 

美容

師科 
昼 3 年 32名 96名 

合計 52名 
156

名 

13校 地 変更前 変更後 

総面積       ５６０．１５ ㎡ 

（内訳）校舎敷地 ３１８．３３３㎡     

    運動場        ０㎡ 

その他  ２４１．８１７㎡ 

 

 

        同左 



14校 舎 変更前 変更後 

総面積  ８０２．１１㎡ 

（構造） 

１号館 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

５０９．２２㎡ 

２号館 鉄筋コンクリート造陸屋根３階建 

         ２９２．８９㎡ 

（内訳） 

１号館（家政専門課程が使用） 

普通教室 ５室 ２４９．００㎡ 

実 習 室 ２室  ７１．６９㎡ 

教 員 室 １室  １５．０５㎡ 

図 書 室 １室  １０．３６㎡ 

保 健 室 １室  １０．０３㎡ 

便所  ３箇所  １２．１２㎡ 

（大６箇・小０箇） 

そ の 他    １４０．９７㎡  

 

 ２号館（家政高等課程が使用） 

普通教室 ３室 １７１．４５㎡ 

事 務 室 １室  ３４．９８㎡ 

便所  ３箇所  ２０．８３㎡ 

（大５箇） 

そ の 他     ６５．６３㎡ 

総面積  ８０２．１１㎡  

（構造） 

１号館 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

５０９．２２㎡ 

２号館 鉄筋コンクリート造陸屋根３階建 

         ２９２．８９㎡ 

（内訳） 

１号館（衛生高等課程が使用） 

普通教室 ３室 １８９．９４㎡ 

実 習 室 １室  ９３．１２㎡ 

教 員 室 １室  ２３．０６㎡ 

図 書 室 １室   ９．２９㎡ 

保 健 室 １室   ７．５２㎡ 

便所  ２箇所  ２４．９０㎡ 

（大６箇・小３箇） 

そ の 他    １６１．３９㎡  

 

 ２号館（家政高等課程が使用） 

普通教室 ３室 １７１．４５㎡ 

事 務 室 １室  ３４．９８㎡ 

便所  ３箇所  ２０．８３㎡ 

（大４箇・小１箇） 

そ の 他     ６５．６３㎡ 

  

基準 

６１８㎡ 

15 教職員組織 校長（専任）１名※ 副校長（専任）１名 

教員（専任）６名  教員（兼任） １名  

事務職員（専任）１名 助手（兼任）１名 

学校医（兼任）1名 

※教員を兼ねる   合計１２名 

校長（専任）1名※ 

教員（専任）５名   教員（兼任）３名 

事務職員（専任）１名 

事務職員（兼任）１名 学校医（兼任）1名

※教員を兼ねる  合計１２名 

  

教員基準 

 ７名 

16 指導要録等の

保管方法 
 設置者において保管する。 

17 資産の処置 １ 校   地 変更なし（高等課程において使用） 

２ 校   舎 変更なし（高等課程において使用） 

３ 教具校具等 設置者において処置する。 

備考 １ 学校法人 鈴学園  昭和５５年１０月１日設立認可（東京都） 

２ 法人が設置する学校 大森家政専門学校 昭和５５年１０月１日設置認可（大田区） 

 



 

議案第２号  

学 校 法 人 木 下 未 来 学 園 解 散 要 項 

１ 学 校 法 人 名  学校法人 木下未来学園（理事長 中村和俊） 

２ 法人事務所所在地  世田谷区上馬四丁目１番６号 電話０３（３４１９）５２７０ 

３ 解 散 時 期 令和  年  月  日（認可のあった日） 

４ 解 散 事 由 寄附行為に定める理事総数の３分の２以上の議決及び評議員会 

の議決 

５ 清 算 人 予 定 者 （理事長）中村和俊 

（理 事）上原温志、佐藤豊和、熊地昌治、柴田直己、佐久間大介、

藤沢浩一 

６ 資 産 の 処 置 （１）資  産 

   資産総額               932,169,155 円 

     （内訳）基本財産         908,190,189 円 

         運用財産          23,978,966 円 

（２）解散及び清算諸経費（予定）       95,197,755 円 

（３）差 引 残 余 財 産（予定）      836,971,400 円 

（４）残余財産の処分方法 

   残余財産が生じた場合は、私立学校法第５１条第１項に基づ 

き、全額これを学校法人中野学院に帰属する。 

備       考 １ 学校法人設立認可年月日 

 平成１１年１０月２７日（東京都） 

２ 学校法人木下未来学園設置校 

 東京ヘアビューティ専門学校  

 平成１１年１０月１７日 設置認可（世田谷区）  

 



 

議案第３号 

東京ヘアビューティ専門学校廃止要項 

１ 学校の名称  東京ヘアビューティ専門学校 

２ 位    置  世田谷区上馬四丁目１番６号  電話０３（３４１９）５２７０ 

３ 廃止の時期  令和  年  月  日（認可のあった日） 

４ 廃止の理由 生徒数の減少により、学校の運営継続が困難となったため。 

５ 設置者名  学校法人木下未来学園（理事長 中村 和俊） 

６ 校長名  上原 温志 

７ 生徒の処置  令和２年度末をもって全員卒業 

８ 教職員の処置  学校廃止（認可）の日までに全員退職 

９ 指導要録等の 

  保管方法 
 学校法人中野学院で保管する。 

10 資産の処置  １  校      地   設置者において処置する。 

 ２  校      舎   設置者において処置する。 

 ３  教具校具等   設置者において処置する。 

  備     考  １  校  地   総面積    ４９５．４９㎡ 

 ２  校  舎   総面積  ２，２２４．６７㎡ 

 ３  総定員   ８０名（衛生専門課程 ８０名） 

４ 学校設置認可年月日   平成１１年１０月２７日 設置認可（世田谷区） 

 



 

議案第４号 

東京リハビリテーション専門学校廃止要項 

１ 学校の名称  東京リハビリテーション専門学校 

２ 位    置  江戸川区中央一丁目８番地２１号   電話 ０３（ ３６７４ ）０２３３ 

３ 廃止の時期  令和  年  月  日（認可のあった日） 

４ 廃止の理由 生徒数の減少により、学校の運営継続が困難となったため。 

５ 設置者名  学校法人アゼリー学園（理事長 来栖 宏二） 

６ 校長名  宮森 達夫 

７ 生徒の処置  令和２年度末をもって全員卒業 

８ 教職員の処置  法人内で配置転換又は退職 

９ 指導要録等の 

  保管方法 
 設置者において保管する。 

10 資産の処置  １  校      地   設置者において処置する。 

 ２  校      舎   設置者において処置する。 

 ３  教具校具等   設置者において処置する。 

  備     考  １  校  地   総面積     １,０２１．６８㎡ 

 ２  校  舎   総面積     ２,４１２．２６㎡ 

 ３  総定員           １６０名（医療専門課程１６０名） 

４ 学校法人アゼリー学園 昭和５４年３月２６日設立認可（東京都） 

５ 法人が設置する学校 

（１）なぎさ幼稚園 昭和５４年３月２６日 設置認可（東京都江戸川区） 

  （２）浦安幼稚園  昭和５６年２月２８日 設置認可（千葉県） 

  （３）江戸川幼稚園 昭和６０年３月１４日 設置認可（東京都江戸川区） 

  （４）東京リハビリテーション専門学校 

平成１３年３月２３日 設置認可（東京都江戸川区） 

  （５）幼保連携型認定子ども園キッズビレッジ  

平成２９年３月１７日 設置認可（千葉市） 

 

 



議案第５号 

立志舎高等学校（広域の通信制課程）の学則変更要項 

１ 学校の名称    立志舎高等学校（ 校 長 伯耆原 浩行 ） 

２ 設 置 者 名    学校法人 立志舎（ 理事長 田宮 康司 ） 

３ 位 置 墨田区太平二丁目９番６号 

４ 通 信 教 育 

実 施 区 域 
東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県 

５ 課    程        

修 業 年 限   

収 容 定 員   

通信制課程（普通科） 

３年以上 

１，８００名 

６ 変 更 理 由   
高等学校学習指導要領の改訂への対応及び選択科目の幅を広げ教育の充実を図るた
め、教育課程表を変更する。 

７ 変更年月日  令和４年４月１日（予定) 

８ 変 更 内 容 

変 更 前 変 更 後 

 

第 20 条 本校の教育課程は、別表に定める

教科及び教科以外の教育活動に

より編成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 20 条 本校の教育課程は、別表に定める

教科及び教科以外の教育活動に

より編成する。 

 

附則 

１ この学則は、令和４年４月１日から

施行する。なお、第 20 条に規定する

教育課程は、令和３年度までの入学

者については別表Ⅰを適用し、令和

４年度以降入学者については別表Ⅱ

を適用する。 

 

 

  備     考 

１ 設置認可年月日         平成１０年１０月３０日 

 

２ 本法人が設置する学校の名称及び設置認可年月日 

（１） 東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校     （昭和５３年 ４月 １日） 

（２） 大阪ＩＴプログラミング＆会計専門学校     （平成 元年 ２月 １日） 

（３） 大阪法律公務員専門学校              （平成 元年 ２月 １日） 

（４） 東京法律公務員専門学校         （平成 ２年 ２月 １日） 

（５） 専門学校日本鉄道＆スポーツビジネスカレッジ  （平成 ２年 ２月 １日） 

（６） 東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校杉並校  （平成 ８年 ７月 ２日） 

（７） 東京法律公務員専門学校杉並校     （平成 ８年 ７月 ２日） 

（８） 専門学校日本鉄道＆スポーツビジネスカレッジ２１（平成 ９年１０月 １日） 

（９） 東京ＩＴプログラミング＆会計専門学校仙台校  （平成 ９年１２月２２日） 

（１０）東京法律公務員専門学校仙台校        （平成 ９年１２月２２日） 



（１１）横浜公務員＆ＩＴ会計専門学校        （平成１４年１１月 １日） 

（１２）東京ＩＴ公務員専門学校大宮校        （平成１５年 ３月３１日） 

（１３）京都公務員＆ＩＴ会計専門学校         （平成１６年 ９月 １日） 

（１４）大阪ＩＴプログラミング＆会計専門学校天王寺校 （平成１６年 ９月２２日） 

（１５）大阪法律公務員専門学校天王寺校        （平成１６年 ９月２２日） 

（１６）日本動物専門学校          （平成１７年１０月 ５日） 

（１７）専門学校日本動物２１          （平成１７年１１月３０日） 

（１８）大阪動物専門学校         （平成１８年 ６月１５日） 

（１９）東京ＩＴ会計公務員法律専門学校千葉校    （平成１８年１０月１０日） 

（２０）大阪動物専門学校天王寺校           （平成１９年 ８月３０日） 

 



   　　　        教　育　課　程　表　    　　　        教　育　課　程　表　
（新課程）

教科 開講科目 単位 添削 面接 備　　考 教科 開講科目 単位 添削 面接 備　　考

国語総合 4 12 2 必修 国語総合 4 12 2 必履修

国語表現 3 9 2 国語表現 3 9 2

現代文B 4 12 2 現代文B 4 12 2

古典B 4 12 2 古典B 4 12 2

国語演習Ⅰ 3 9 4 平日コースのみ 国語演習Ⅰ 3 9 4 平日コースのみ

国語演習Ⅱ 3 9 4 国語演習Ⅱ 3 9 4

国語演習Ⅲ 3 9 4 国語演習Ⅲ 3 9 4

世界史A 2 6 2 必修 世界史A 2 6 2 必履修

日本史B 4 12 2 いずれか 日本史B 4 12 2 いずれか

地理B 4 12 2 １科目必修 地理B 4 12 2 １科目必履修

現代社会 2 6 2 現代社会 2 6 2

倫理 2 6 2 倫理 2 6 2

政治経済 2 6 2 政治経済 2 6 2

地域文化研究Ⅰ 4 12 4 平日コースのみ 地域文化研究Ⅰ 4 12 4 平日コースのみ

地域文化研究Ⅱ 4 12 4 地域文化研究Ⅱ 4 12 4

基礎数学 2 6 2 地域文化研究Ⅲ 4 12 4

数学Ⅰ 3 9 2 必修 基礎数学 2 6 2

数学Ⅱ 4 12 2 数学Ⅰ 3 9 2 必履修

数学Ⅲ 5 15 6 数学Ⅱ 4 12 2

数学A 2 6 2 数学Ⅲ 5 15 6

数学B 2 6 2 数学A 2 6 2

科学と人間生活 2 6 4 数学B 2 6 2

物理基礎 3 9 6 科学と人間生活 2 6 4

化学基礎 3 9 6 物理基礎 3 9 6

生物基礎 3 9 6 化学基礎 3 9 6

物理 4 12 8 生物基礎 3 9 6

化学 4 12 8 物理 4 12 8

生物 4 12 8 化学 4 12 8

体育 7 7 14 必修 生物 4 12 8

保健 2 6 2 必修 体育 7 7 14 必履修

芸術 書道Ⅰ 2 6 4 必修 保健 2 6 2 必履修

基礎英文法 3 9 12 　 芸術 書道Ⅰ 2 6 4 必履修

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ 3 9 6 必修 基礎英文法 3 9 12 　

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ 4 12 8 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ 3 9 6 必履修

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ 4 12 8 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ 4 12 8

英語表現Ⅰ 2 6 4 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ 4 12 8

家庭 家庭基礎 2 6 4 必修 英語表現Ⅰ 2 6 4

情報 社会と情報 2 6 4 必修 家庭 家庭基礎 2 6 4 必履修
総合 総合的な探究の時間 3 6 6 必修 情報 社会と情報 2 6 4 必履修

    ※１　単位は単位数。添削および面接の数字は、単位修得に必要なレポートと授業時間数です。 基礎講座 2 6 2

　　     　（授業時間数は、自宅でデジタル教材による学習をすることを前提に計算しています。） 基礎国語 2 6 2

   ※２　上記の開講科目から、必修科目を含め７４単位以上を修得し、特別活動30単位時間以上履 基礎数学 2 6 2

　　    修することで、本校の全課程を修了したものと認め卒業証書を授与します。特別活動は、HRや 基礎英語 2 6 2

    　　学校行事を含みます。 文章表現 2 6 2 平日コースのみ

実用書道 2 6 2 平日コースのみ

実用硬筆 2 6 2 平日コースのみ

芸術表現Ⅰ 2 6 2 平日コースのみ

芸術表現Ⅱ 2 6 2 平日コースのみ

情報活用 2 6 2 平日コースのみ

文化遺産と歴史 2 6 2 平日コースのみ

理科探究 2 6 2 平日コースのみ

時事研究 2 6 2 平日コースのみ

生活英語 2 6 2 平日コースのみ

日本語演習Ⅰ 2 6 2 平日コースのみ

日本語演習Ⅱ 2 6 2 平日コースのみ

一般教養基礎 4 12 4 平日コースのみ

一般教養応用 4 12 4 平日コースのみ

トレーニング基礎 2 6 2 平日コースのみ

スポーツ総合 2 6 2 平日コースのみ

スポーツ基礎 4 12 4 平日コースのみ

スポーツ探究 4 12 4 平日コースのみ

総合 総合的な探究の時間 3 6 6 必履修
    ※１　単位は単位数。添削および面接の数字は、単位修得に必要なレポートと授業時間数です。
　　     　（授業時間数は、自宅でデジタル教材による学習をすることを前提に計算しています。）
   ※２　上記の開講科目から、必履修科目を含め７４単位以上を修得し、特別活動30単位時間以上履
　　    修することで、本校の全課程を修了したものと認め卒業証書を授与します。特別活動は、HRや
    　　学校行事を含みます。
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３科目が必履修
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保健
体育

現代社会または倫
理・政治経済が必修

数学

理科

科学と人間生活を含
む２科目または基礎

３科目が必修

公民

地理
歴史

理科

外国語
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   　　　        教　育　課　程　表　    　　　        教　育　課　程　表　
（新課程）

教科 開講科目 単位 添削 面接 備　　考 教科 開講科目 単位 添削 面接 備　　考

国語総合 4 12 2 必修 現代の国語 2 6 1 必履修

国語表現 3 9 2 言語文化 2 6 1 必履修

現代文B 4 12 2 論理国語 4 12 2

古典B 4 12 2 文学国語 4 12 2

国語演習Ⅰ 3 9 4 平日コースのみ 国語表現 4 12 2

国語演習Ⅱ 3 9 4 古典探究 4 12 2

国語演習Ⅲ 3 9 4 国語演習Ⅰ 2 6 2 平日コースのみ

世界史A 2 6 2 必修 国語演習Ⅱ 2 6 2 平日コースのみ

日本史B 4 12 2 いずれか 国語演習Ⅲ 2 6 2 平日コースのみ

地理B 4 12 2 １科目必修 地理総合 2 6 1 必履修

現代社会 2 6 2 地理探究 3 9 2

倫理 2 6 2 歴史総合 2 6 1 必履修

政治経済 2 6 2 日本史探究 3 12 2

地域文化研究Ⅰ 4 12 4 平日コースのみ 世界史探究 3 12 2

地域文化研究Ⅱ 4 12 4 公共 2 6 1 必履修

基礎数学 2 6 2 倫理 2 6 1

数学Ⅰ 3 9 2 必修 政治・経済 2 6 1

数学Ⅱ 4 12 2 地域文化研究Ⅰ 2 6 2 平日コースのみ

数学Ⅲ 5 15 6 地域文化研究Ⅱ 2 6 2 平日コースのみ

数学A 2 6 2 地域文化研究Ⅲ 2 6 2 平日コースのみ

数学B 2 6 2 数学Ⅰ 3 9 2 必履修

科学と人間生活 2 6 4 数学Ⅱ 4 12 2

物理基礎 3 9 6 数学Ⅲ 3 9 2

化学基礎 3 9 6 数学A 2 6 1

生物基礎 3 9 6 数学B 2 6 1

物理 4 12 8 数学Ｃ 2 6 1

化学 4 12 8 科学と人間生活 2 6 4

生物 4 12 8 物理基礎 2 6 4

体育 7 7 14 必修 化学基礎 2 6 4

保健 2 6 2 必修 生物基礎 2 6 4

芸術 書道Ⅰ 2 6 4 必修 地学基礎 2 6 4

基礎英文法 3 9 12 　 物理 4 12 7

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅰ 3 9 6 必修 化学 4 12 7

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅱ 4 12 8 生物 4 12 7

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ英語Ⅲ 4 12 8 地学 4 12 7

英語表現Ⅰ 2 6 4 体育 7 7 14 必履修

家庭 家庭基礎 2 6 4 必修 保健 2 6 1 必履修

情報 社会と情報 2 6 4 必修 芸術 書道Ⅰ 2 6 4 必履修
総合 総合的な探究の時間 3 6 6 必修 英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 3 9 5 必履修

    ※１　単位は単位数。添削および面接の数字は、単位修得に必要なレポートと授業時間数です。 英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅡ 4 12 7

　　     　（授業時間数は、自宅でデジタル教材による学習をすることを前提に計算しています。） 英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅢ 4 12 7

   ※２　上記の開講科目から、必修科目を含め７４単位以上を修得し、特別活動30単位時間以上履 論理・表現Ⅰ 2 6 4
　　    修することで、本校の全課程を修了したものと認め卒業証書を授与します。特別活動は、HRや 論理・表現Ⅱ 2 6 4
    　　学校行事を含みます。 家庭 家庭基礎 2 4 2 必履修

情報 情報Ⅰ 2 4 2 必履修

基礎講座 2 6 2

基礎国語 2 6 2

基礎数学 2 6 2

基礎英語 2 6 2

文章表現 2 6 2 平日コースのみ

実用書道 2 6 2 平日コースのみ

実用硬筆 2 6 2 平日コースのみ

芸術表現Ⅰ 2 6 2 平日コースのみ

芸術表現Ⅱ 2 6 2 平日コースのみ

情報活用 2 6 2 平日コースのみ

文化遺産と歴史 2 6 2 平日コースのみ

理科探究 2 6 2 平日コースのみ

時事研究 2 6 2 平日コースのみ

生活英語 2 6 2 平日コースのみ

日本語演習Ⅰ 2 6 2 平日コースのみ

日本語演習Ⅱ 2 6 2 平日コースのみ

一般教養基礎 4 12 4 平日コースのみ

一般教養応用 4 12 4 平日コースのみ

トレーニング基礎 2 6 2 平日コースのみ

スポーツ総合 2 6 2 平日コースのみ

スポーツ基礎 4 12 4 平日コースのみ

スポーツ探究 4 12 4 平日コースのみ

総合 総合的な探究の時間 3 6 6 必履修
※１　単位は単位数。添削および面接の数字は、単位修得に必要なレポートと授業時間数です。
　　     　（授業時間数は、自宅でデジタル教材による学習をすることを前提に計算しています。）
※２　上記の開講科目から、必履修科目を含め７４単位以上を修得し、特別活動30単位時間以上履
　 　修することで、本校の全課程を修了したものと認め卒業証書を授与します。特別活動は、HRや
 　　学校行事を含みます。
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議案第６号 

目黒日本大学高等学校（広域の通信制課程）の学則変更要項 

１ 学校の名称    目黒日本大学高等学校（ 校 長 南 尊雄 ） 

２ 設 置 者 名    学校法人 目黒日本大学学園（ 理事長 小梛 治宣 ） 

３ 位 置 目黒区目黒一丁目６番１５号 

４ 通 信 教 育 

実 施 区 域 
東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県、栃木県、群馬県、山梨県 

５ 課    程        

修 業 年 限   

収 容 定 員   

通信制課程（普通科） 

３年以上 

１，４７０名 

６ 変 更 理 由   

 

１ 教育課程 

高等学校学習指導要領改訂に伴い、教育課程を変更する。 

 

 ２ 面接授業時間の変更 

きめ細かい学習指導を行うため、面接授業時間を変更する。 

 

 ３ クラス名称の変更 

   コース制を廃止し、クラス名称を変更する。 

 

４ 文言整理 

  条文及び文言の整理を行う。 

 

７ 変更年月日  令和４年４月１日（予定） 

８ 変 更 内 容 

変 更 前 変 更 後 

別紙「学則比較対照表」のとおり 別紙「学則比較対照表」のとおり 

   備     考 

１ 設置認可年月日（通信制課程）      平成１２年３月３０日 

２ 法人が設置する学校の名称及び設置認可年月日 

（１）目黒日本大学高等学校（全日制課程） 昭和２３年３月１０日 

（２）目黒日本大学中学校         昭和２２年４月 １日 

（３）目黒日本大学幼稚園         昭和２７年５月２０日 

 



 

別紙          学則比較対照表 

現行 改正案 
 

 

目 黒 日 本 大 学 高 等 学 校 学 則 

 

第１条から第３条まで （略） 

 

（課 程） 

第４条 （略） 

２から３まで （略） 

 

４ 通信制課程においては，科目履修生の入学を許可すること

がある。 

５ 通信制課程においては，併修生の入学を許可することがあ

る。 

６ 通信制課程においては，特科生の聴講を許可することがあ

る。 

 

第５条 （略） 

 

（年 度） 

第６条 本校の年度は，次のとおりとする。 

① （略） 

② 通信制の課程 ４月１日に始まり３月31日に終わる 

 

 

（学 期） 

第７条 学期は，学年を分けて，次のとおりとする。 

① （略） 

② 通信制の課程 

⑴ １学期は４月１日に始まり８月31日に終わる 

⑵ ２学期は９月１日に始まり12月31日に終わる 

⑶ ３学期は翌年１月１日に始まり３月31日に終わる 

 

（休業日） 

第８条 （略） 

 

（入学資格） 

第９条 本校の全日制の課程における第１学年及び通信制  

課程における第１学年相当に入学することができる者は，次

の各号に掲げるものとする。 

①から⑥まで （略） 

 

（転入学及び編入学資格） 

第 10 条 本校に転入学できる者は次のとおりとする。 

① （略） 

② 通信制の課程 修得した単位及び，在学した期間に応

じて，相当の期間を在学すべき期間として，これを認めら

れた者 

目 黒 日 本 大 学 高 等 学 校 学 則 

 

第１条から第３条まで （略） 

 

（課 程） 

第４条 （略） 

２から３まで （略） 

 

４ 通信制の課程においては，科目履修生の入学を許可するこ

とがある。 

５ 通信制の課程においては，併修生の入学を許可することが

ある。 

６ 通信制の課程においては，特科生の聴講を許可することが

ある。 

 

第５条 （略） 

 

（年 度） 

第６条 本校の年度は，次のとおりとする。 

① （略） 

② 通信制の課程 ４月１日に始まり翌年３月31日に終わ

る 

 

（学 期） 

第７条 学期は，学年を分けて，次のとおりとする。 

① （略） 

② 通信制の課程 

⑴ １学期 ４月１日から８月31日まで 

⑵ ２学期 ９月１日から12月31日まで 

⑶ ３学期 翌年１月１日から３月31日まで 

 

（休業日） 

第８条 （略） 

 

（入学資格） 

第９条 本校の全日制の課程における第１学年及び通信制の

課程における第１学年相当に入学することができる者は，次

の各号に掲げるものとする。 

①から⑥まで （略） 

 

（転入学及び編入学資格） 

第 10 条 本校に転入学できる者は次のとおりとする。 

① （略） 

② 通信制の課程 修得した単位及び在学した期間に応 

じて，相当の期間を在学すべき期間として，これを認めら

れた者 



 

別紙          学則比較対照表 

現行 改正案 
 

 

２ 本校に編入学できる者は次のとおりとする。 

① （略） 

② 通信制の課程 相当年令に達し，相当の学力があると

認められ，相当の期間を在学すべき期間として，これを認

められた者 

 

第 11 条から第 13 条まで （略） 

 

（転籍及び転学） 

第 14 条 生徒が全日制の課程より通信制の課程へ転籍しよう

とするときは，所定の書類にその事由を明らかにしたうえ

で，転籍試験を受験することができる。 

２ 本校の通信制課程転籍における入学金はこれを免除する。

また，施設拡充費，施設設備費等においては既納額より全日

制課程に在籍した期間分を差し引いた額は，これを通信制の

学費に充当できる。 

３ 生徒が転学しようとするときは，所定の書類にその事由を

明らかにし，保証人において届け出て，承認を得なければな

らない。 

 

（新設） 

 

 

第 15 条から第 20 条まで （略） 

 

（教育課程） 

第 21 条 本校の教育課程は，別表に定める教科及び特別教育

活動並びに学校行事等により編成する。 

２ 教育課程編成にあたっては，あらかじめ併設中学校と協議

する。 

 

第 22 条から第 23 条まで （略） 

 

（原級留置） 

第 24 条 全日制の課程において，生徒が長期休学その他の事

由により所定の単位を修得せず，進級させることが適当で 

ないと認められる時は，原学年に留め置くことがある。  

ただし，通信制の課程の生徒は除く。 

 

第 25 条から第 26 条まで （略） 

 

 

 

 

 

 

２ 本校に編入学できる者は次のとおりとする。 

① （略） 

② 通信制の課程 相当年齢に達し，相当の学力があると

認められ，相当の期間を在学すべき期間として，これを認

められた者 

 

第 11 条から第 13 条まで （略） 

 

（転 籍） 

第 14 条 生徒が全日制の課程より通信制の課程へ転籍しよう

とするときは，所定の書類にその事由を明らかにしたうえ

で，転籍試験を受験することができる。 

２ 生徒が通信制の課程より全日制の課程へ転籍しようとす

るときは，別に定める受験資格の有無を確認のうえ，転籍試

験を受験することができる。 

 

 

 

（転 学） 

第 15 条 生徒が転学しようとするときは，所定の書類にその

事由を明らかにし，保証人において届け出て，承認を得なけ

ればならない。 

 

第 16 条から第 21 条まで （略） 

 

（教育課程） 

第 22 条 本校の教育課程は，別表に定める教科及び特別教育

活動並びに学校行事等により編成する。 

２ 教育課程編成にあたっては，あらかじめ併設中学校と協議

する。 

 

第 23 条から第 24 条まで （略） 

 

（原級留置） 

第 25 条 生徒が長期休学その他の事由により，所定の単位を

修得せず，進級させることが適当ではないと認められるとき

は，原学年に留め置くことがある。  

 

 

第 26 条から第 27 条まで （略） 
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（教職員） 

第 27 条 本校に次の教職員を置く。 

① （略） 

② 通信制の課程 

⑴ 校長  全日制と兼任 

⑵ 副校長 

⑶ 教頭 

⑷ 教諭      20 名以上 

⑸ 養護教諭     1 名 

⑹ 講師      29 名以上 

⑺ 事務職員     6 名以上 

⑻ 学校医，学校歯科医，学校薬剤師(全日制課程と兼任) 

２から６まで （略） 

 

（授業料，入学金，施設設備費，施設拡充費，教育充実費及び

入学検定料） 

第 28 条 本校の授業料，入学金，施設設備費，施設拡充費，

教育充実費及び入学検定料は，次のとおりとする。 

① （略） 

 

② 通信制の課程 

 

 

普 通 科 
スタンダードコース 芸能･ｽﾎﾟｰﾂ 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｺｰｽ 普通ｸﾗｽ 進学ｸﾗｽ 

（１） 授業料(1 単位) 9,000 円 10,000 円 9,000 円 

（２） 施設設備費 10,000 円 80,000 円 10,000 円 

（３） 入学金 50,000 円 50,000 円 50,000 円 

（４） 教育充実費 30,000 円 100,000 円 50,000 円 

（５） 入学検定料 10,000 円 10,000 円 10,000 円 

 

※ 科目履修生･特科生･併修生の授業料は，1 単位当たり 9,000

円とする。 

２ 入学金については併設中学校卒業生はこれを全日制課 

程は 150,000 円，通信制課程は半額とする。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

（納入及び納入の特例） 

第 29 条 生徒がその在籍中は，出席の有無にかかわらず，授

業料を所定の期日までに納入しなければならない。 

２ 全日制の課程の生徒が休学したときは，前項の規定にかか

わらず，その始期の属する月の翌月から授業料を免除するこ

とがある。ただし期間は１年以内とする。又特別な事由の 

（教職員） 

第 28 条 本校に次の教職員を置く。 

① （略） 

② 通信制の課程 

⑴ 校長 (全日制の課程と兼任) 

 

⑵ 教頭 

⑶ 教諭      20 名以上 

⑷ 養護教諭     1 名 

⑸ 講師      29 名以上 

⑹ 事務職員     6 名以上 

⑺ 学校医，学校歯科医，学校薬剤師(全日制の課程と兼任) 

２から６まで （略） 

 

（授業料，入学金，施設設備費，施設拡充費，教育充実費及び

入学検定料） 

第 29 条 本校の授業料，入学金，施設設備費，施設拡充費，

教育充実費及び入学検定料は，次のとおりとする。 

① （略） 

 

② 通信制の課程 

(単位：円) 

項 目 

金 額 

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ 
ｸﾗｽ 

ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ 
ｸﾗｽ 

芸能ｽﾎﾟｰﾂ 
ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ 

ｸﾗｽ 

授業料(１単位年額) 10,000 9,000 9,000 

入 学 金 50,000 50,000 50,000 

施設設備費(年額) 80,000 10,000 10,000 

教育充実費(年額) 100,000 30,000 50,000 

入 学 検 定 料 10,000 10,000 10,000 

※ 入学金及び入学検定料は初年度のみ徴収する。 

※ 科目履修生･特科生･併修生の授業料は，１単位当たり 9,000 

円とする。 

２ 併設中学校卒業生の入学金について，全日制の課     

程は 150,000 円，通信制の課程は 25,000 円とする。 

３ 全日制の課程から通信制の課程への転籍における入学金

は，これを免除する。 

４ 通信制の課程から全日制の課程への転籍における入学金

は，すでに納めている通信制の課程の入学金を差し引いた額

とする。 

 

（納入及び納入の特例） 

第 30 条 生徒がその在籍中は，出席の有無にかかわらず，授

業料を所定の期日までに納入しなければならない。 

２ 休学を許可された生徒の，休学期間中の授業料等の取扱い

については，別に定める。 

 



 

別紙          学則比較対照表 

現行 改正案 
 

 

ある場合は別に定めるところにより，授業料の全部又は一部

を免除することがある。ただし，通信制の課程の生徒は除く。 

 

第 30 条から第 34 条まで （略） 

 

附  則 

（新設） 

 

 

 

 

第 31 条から第 35 条まで （略） 

 

附  則 

１ この学則は，令和４年４月１日から施行する。 

２ 第 22 条の教育課程は、令和４年度入学生から適用する。

なお、令和３年度以前の入学生については、従前の例による。 

３ この学則の施行に関し必要な事項は，校長が別に定める。 

 



別紙　教育課程新旧比較対照表

高等学校通信制課程　教育課程 令和４年４月１日以降入学者

文系 理系 文系 理系

国語総合 4 4 4 4 4 現代の国語 2 2 2 2

現代文Ｂ 4 4 4 4 4 言語文化 2 2 2 2

国語表現 3 3 3 3 論理国語 4 4 4 4

古典Ｂ 4 4 4 　 　 4 4 文学国語 4 4 4

国語入門　△ ― 1 1 1 古典探究 4 4 4 4

国語演習　△ ― 2 　 2 2 ※ 国語演習 — 3 3

世界史Ｂ 4 4 4 4 4 ※ 基礎学力対策国語 — 1 1 1 1 1 1

日本史Ｂ 4 4 4 　 　 4 4 地理総合 2 2 2 2

地理Ｂ 4 4 4 4 歴史総合 2 2 2 2

世界史演習　△ ― 2 日本史探究 3 3 3 3

日本史演習　△ ― 2 世界史探究 3 3 3 3

現代社会 2 2 2 2 2 ※ 日本史演習 — 3

倫理 2 2 2 2 ※ 世界史演習 — 3

政治・経済 2 2 2 2 公共 2 2 2 2

数学Ⅰ 3 3 3 3 3 倫理 2 2 2

数学Ａ 2 2 2 政治・経済 2 2 2

数学Ⅱ 4 4 4 数学Ⅰ 3 3 3 3

数学Ｂ 2 2 2 数学Ⅱ 4 4

数学Ⅲ 5 5 5 数学Ⅲ 3 3

数学入門　△ ― 1 1 1 数学A 2 2 2 2

数学演習　△ ― 2～3 　 3 3 2 数学B 2 2

科学と人間生活 2 2 2 2 2 ※ 数学入門 — 2 2

生物基礎 2 2 2 2 ※ 数学演習 — 3

物理基礎 2 2 ※  基礎学力対策数学 — 1 1 1 1 1 1

化学基礎 2 2 科学と人間生活 2 2 2 2

生物 4 4 化学基礎 2 2 2 2

物理 4 4 化学 4 4 化学は、化学基礎履修後に履修

化学 4 4 生物基礎 2 2 2 2

体育 7～8 7 2 2 2 2 2 2 3 3 3 3 生物 4 4 生物は、生物基礎履修後に履修

保健 2 2 1 1 1 1 1 1 体育 7～8 2 2 2 2 2 2 3 3 3 3

スポーツ　△ ― 3 1 1 1 保健 2 1 1 1 1 1 1

音楽Ⅰ 2 2 2 2 2 美術Ⅰ 2 2 2 2

美術Ⅰ 2 2 2 2 書道Ⅰ 2 2 2

芸術演習　△ ― 3 1 1 1 英語コミュニケーションⅠ 3 3 3 3

コミュニケーション英語Ⅰ 3 3 3 3 3 英語コミュニケーションⅡ 4 4

コミュニケーション英語Ⅱ 4 4 4 英語コミュニケーションⅢ 4 4 4

英語表現Ⅰ 2 2 2 2 2 2 論理・表現Ⅰ 2 2 2

英語会話 2 3 3 3 ※ 英語コミュニケーションＡ — 3 3

英語演習　△ ― 3 3 3 ※ 英語コミュニケーションＢ — 3 3

家　庭 家庭総合 4 4 4 4 4 ※  基礎学力対策英語 — 1 1 1 1 1 1

社会と情報 2 2 2 2 2 家　庭 家庭基礎 2 2 2 2

情報の科学 2 2 2 2 2 情報Ⅰ 2 2 2 2

3～6 6 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 情報Ⅱ 2 2 2 2 2

21 17 17 17 15 15 5 5 5 5 総　合 総合的な探究の時間 3～6 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

0～8 0～8 4 0～2 0～2 2 0～12 0～12 29 32 32 30 30 30 20 21 28 28

0～2 0～2 0～4 0～18 0～10 0～12 0～8 0～13 0～12 0～14

21～23 17～27 17～29 21～39 15～27 15～29 7～15 5～18 7～29 5～31

備考 １単位につき，平日は45分授業，土曜日は40分授業とする

*△の付してある科目は「学校設定科目」である。 卒業までに特別活動を30単位時間行う

*卒業に必要な最低単位数は74単位である。

*卒業までに特別活動を30単位時間行う。

履修単位数の範囲

必　　修

選択必修 合　　計

選　　択 (備考)

合　　計 ※ が付してある科目は，学校設定科目

情　報 選択必修

情　報
総合的な探究の時間 必修

保健体育
必修

保健体育

芸　術

必修
芸　術

外国語外国語

必修

選択

必修

2 選択

公　民

必修

公　民

数　学

必修

選択
　数学Ⅱは、数学Ⅰ履修後に履修。
　数学Ⅲは、数学Ⅱ履修後に履修。

数　学

理　科

必修

2 選択必修

理　科4

選択
　生物は、生物基礎履修後に履修。
　物理は、物理基礎履修後に履修。
　化学は、化学基礎履修後に履修。

2年 3年

ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ
芸能ｽﾎﾟｰﾂ

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ

国　語

必修

国　語選択

地理歴史

必修

必修

地理歴史

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ
芸能ｽﾎﾟｰﾂ

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ

スタンダード
芸能･ｽﾎﾟｰﾂ
ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ 備　考

進学 普通 進学 普通
進学

普通 ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽ ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ
芸能ｽﾎﾟｰﾂ

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ

教　科 科　目
標準

単位数

1年

現　行 改正案

２０１９年４月１日以降入学者
通信制課程　教育課程表

教　科 科　　目
標準
単位数

認定
単位数

１年 ２年 ３年

備　　　考
スタンダード

芸能･ｽﾎﾟｰﾂ
ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ

スタンダード
芸能･ｽﾎﾟｰﾂ
ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ


